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研究成果の概要（和文）：来街都市内での消費者の回遊行動データの収集と分析は、消費者行動の観点に立つ、
リアルタイムでのまちづくり政策の評価に不可欠である。本研究は、ICT・センサー技術を用いて、福岡と熊本
都心部で、パッシブセンサーを複数商業施設に設置し、センサー別に得られた、大量の来街者のリアルタイムの
匿名化Wi-Fiプローブデータを匿名化ID別の消費者行動マイクロデータベースに15分間隔でリアルタイムに統
合、変換していくアルゴリズムとシステムを構築し、その結果、これまで整合的に推計することが困難であった
都心部内での来街者の移動ODを、回遊履歴パスの分岐として整合的に推計、可視化することを初めて可能とし
た。

研究成果の概要（英文）：Collecting and analyzing consumers' Kaiyu behavior history data within a 
city center they visited is essential for real-time evaluation of urban development policies from 
the consumer behavior perspective. In this study, passive sensors were installed in multiple 
commercial facilities in Fukuoka and Kumamoto city centers using ICT and sensor technology, and a 
large amount of real-time anonymized Wi-Fi probe data sensing a vast number of anonymized visitors 
obtained by each sensor were integrated by our developed algorithm and system into a consumer micro 
Kaiyu behavior history database by anonymized ID in real-time at 15-minute intervals. As a result, 
our developed algorithm and system made it possible for the first time to estimate and visualize the
 visitors’ Kaiyu movement OD in the city center consistently as branching processes by their Kaiyu 
history paths, which had been challenging to estimate consistently in the past.

研究分野： まちづくり
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年、中心市街地への来街者数の推移など、様々なセンサーデータが提供されるようになった。しかし、これら
のデータは、推計の根拠となる方法などが示されておらず、中心市街地の関係者にとって、それをどのように有
効に活用していくかの道筋は明確ではない。
本研究は、これまでなかった回遊履歴など大量の履歴データを扱うアルゴリズムとプログラムの開発を行い、来
街者数などのデータが生成されるメカニズムである、消費者のマイクロ回遊行動履歴データに結び付けて、リア
ルタイムのデータベース化を実現したものであり、実装すれば、多くの中心市街地の活性化策の策定と評価に活
用できる可能性を持つものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 
● まちなかの人の流れをどのようにして正確に測るか 
現在まで、多くの地方都市において中心市街地活性化が叫ばれ膨大な資金が投入されているが、その政

策効果の事後評価が十分になされているとはいいがたい。それは活性化策によって集客数がどれだけ増え
たかを政策評価の指標にしているにもかかわらず、中心市街地に何人の来訪者数があるのかを計測してい
ない都市がほとんどだからである。実際、集客数の指標として通行量調査を用いている例が多いが、同一
の歩行者が複数の計測地点で計測されるダブルカウントの問題があり、ネットでの入込集客数を推定でき
ない。研究代表者らは、これまで推定することができなかった中心市街地へのネットでの入込来街者数を
推計する理論的方法として、回遊パターンの一致推定法を開発し([1], [2])、福岡市、熊本市、鹿児島市、大
分市などの都心部で、回遊行動調査を実施し、ネットでの入込来街者数を推計してきた。その結果、九州
新幹線の全線開業前後で、鹿児島、熊本の都心部の年平均 1 日当たりの入込来街者数が約 1.5 万人増加し
たなどの結果を得ている。さらに、これらの入込者数の増分がわかると、回遊行動調査の結果から、買う
人買わない人含めて都心への来訪者 1 人当たりの支出額が分っているので、これと掛け合わせれば都心部
での売上高増大効果が推定できる。これは研究代表者らが提唱している消費者行動アプローチによる都市
政策の評価枠組みの一例である([3], [4])。 
回遊パターンの一致推定法は、研究代表者らが継続して実施してきた来街地ベースの「都心部消費者回

遊行動調査」で生ずる Choice-based サンプリングバイアスを除く方法として考案された。都心部回遊行動
調査は、都心部に 10 数か所の調査地点を設け、そこへの来街者からランダムに被験者を抽出し、被験者に
その日の回遊行動履歴を聞く、約 15 分程度の聞き取りアンケート調査である。回遊行動調査では、回遊行
動履歴を、都心部内の買い回りによる渡り歩きによって、行先、そこでの目的、支出額の 3 つの組がどの
ように変化したかを表わす、3 つの組のシークエンスと定義し、これを記録する。回遊による場所の選択と
消費選択の同時選択データであることから、場所の移動にともなうお金のフローを推定できることになっ
た([3], [4])。回遊行動調査は来街地ベースのランダムサンプリング調査であることから、都心への出向頻度
が多い人ほど被験者として選択されやすいので、上記の Choice-based サンプリングバイアスが生じる。こ
のバイアスを取り除く方法は出向頻度の逆数の重みを付け集計する方法である([5], [6])。回遊行動調査にお
いても、被験者によって都心部内の調査地点への出向頻度は異なるので、Choice-based バイアスが生じ、こ
れを取り除いて、被験者の都心部内の回遊パターン(ルート)の真の確率分布(密度)を推定する方法が一致推
定法である([1])。さらに、一致推定法では、入込来街者数を１とする回遊パターンの密度が推定できるの
で、どこか 1 カ所の実数ベースの来街者数がわかればその密度の逆数で拡大することで実数ベースの入込
来街者数が推定できることになった([2])。 
 
● 都市政策、とくに、まちなか情報、SNSが、個々の消費者の態度や行動にどのような変化をもたらし

たのかを計測評価する都市エクイティ研究 
研究代表者らは、まちづくり政策の評価に科学的な根拠を与えるため、まちづくりの目的を明確にし、

消費者行動に焦点をあて、まちづくり政策を消費者のマイクロな行動のエビデンスにもとづいて評価して
いく科学的方法の開拓に努めてきた。20 年にわたり福岡都心部を中心に九州の主要都市の都心部において
消費者回遊行動調査を実施し、約 2 万件以上の回遊行動履歴マイクロデータを収集してきた。このデータ
の価値は、回遊行動を単なる空間上の移動ではなく、個々の消費者による行先選択、目的選択、消費選択
の同時選択の履歴データとなっている点である。事実、回遊行動履歴マイクロデータが移動と消費の同時
記録データであることから、これまで都心 100 円バスの導入やスターバックスなどの都心カフェの立地の
効果については、これをどのように計測し評価してくのかの枠組み自体が欠如していた現状に対し、移動
の記録から都心バス(都心カフェ)利用者と非利用者を識別、比較した結果、都心バス(都心カフェ)利用者の
都心での回遊立寄り箇所数を増大させる回遊促進効果があることを実証し、消費の記録から得られる、増
加した回遊立寄り先での支出額を都心 100 円バス(都心カフェ)の経済効果として定義し、これを推定する
ことを可能としている([4], [9])。これが、政策の実施前後での消費者行動の変化をまちづくり政策の効果と
して計測し、まちづくり政策の評価をおこなう消費者行動アプローチである。 
また、研究代用者らは、さらに研究を進め、「都市エクイティ」研究へと展開する。「都市エクイティ」と

は、「ブランドエクイティ」の概念を都市に援用し、まちを訪れる来訪者の心の中に醸成される当該都市の
魅力資産価値（来訪価値）のことである。「都市エクイティ」を定義することで、これまで曖昧であったま
ちづくりの目的を「一つの事業体として都市エクイティを最大にすること」と明確にするとともに、その
費用対便益効果の分析を可能にした。また、老舗百貨店のリニューアルオープンや大型バラエティーショ
ップの新規出店が、来訪者の来訪価値の観点から、まちの価値をどのように高めたのかといったマーケテ
ィング研究とまちづくり政策の評価研究の融合を可能にしつつある([7], [8])。これらの研究には、近年発展
している処置効果の統計的因果分析が密接に関連している。実際、個々の消費者が政策の実施前後でどの
ように変化したのかを分析するには、同一個人の 2 時点のパネルデータが必要である。そのために、われ
われも回遊行動調査において、様々なまちの変化を取り上げ、まちの変化後に実施した調査で、被験者に、
まちの変化の前後で行動がどのように変化したかを聞く工夫によって得られた回顧的パネルデータの分析
によって上記成果を上げることが可能となった。 
また、回遊行動履歴マイクロデータ自体も、時間順序をともなったデータであり、因果分析に、処置効



果の統計分析や疫学での個人間の異質性を取り除く Case Crossover Design の考え方が適用できる。これら
の手法を最近のモバイル ICT 技術を活用して得られるログデータや既存データに適用すれば、これまで困
難であった回遊行動にリアルタイムで情報がどのように影響を与えているかの研究に踏み込むことができ
るとのねらいがある。 
 
● 個々の消費者はどのようなメカニズムでまちの価値（まちへの来訪価値）を評価し、なぜ回遊するの

か ― 回遊効用関数モデリング 
以上の分析は、施策や処置の効果の因果分析であるが、消費者が何故回遊するのか、そのメカニズムを

明らかにするには、回遊のメカニズムをモデル化する必要がある。そのために現在開発しているのが、回
遊効用関数モデルである。その方法は、回遊効用関数を明確に定式化し、回遊行動調査によって得られる
回遊行動履歴マイクロデータから、潜在変数として定義される個々の消費者の都心への来訪価値を、ベイ
ジアン推定によって、回遊の立寄り箇所数や支出額から推定する方法であり、すでにこれが総回遊立寄り
箇所数や総支出額について可能であることを示している([10])。このモデリングの特徴は、旧来の重力型の
モデルの距離や売場面積は全く現れてこず、距離は一般化交通費用として現れ、売り場面積などの魅力要
因は、推定されるべき潜在変数としての複合財である都心財の価格指数の逆数として推定されていること
である。 
それでは何故回遊に着目するのかである。それは、回遊が商業集積の集積効果の具体的現れであると捉

えることで、商業の集積効果をより正確かつ具体的に計測評価できるとの考えからである。都心に立地す
る店舗は来店者の回遊によって相互に関連し、外部効果を相互に与えている。回遊をベースに様々な店舗
間の外部効果を計測し、まちやモールをどのような店舗と業態、機能で構成すれば、来訪者の来訪価値を
最大にし、まちの価値、都市エクティを最大にできるのか、最適なブランドミックスをどのように求めれ
ばよいかを都市エクイティ研究は模索している。 
 
２．研究の目的 
 
本研究の独自性と創造性は、まず、１）まちづくり政策の評価研究の枠組みを回遊行動の観点から首尾

一貫して構築し、新たに「都市エクイティ」概念を提案することで、これまで無関連であった、マーケティ
ング分野との関連領域を開拓している点である。さらに、２）回遊行動履歴マイクロデータに、情報の相
互作用の軸を加えて、ビッグデータ化し活用すれば、情報と消費者の意思決定との関連など、新たな社会
科学の可能性を切り開くフロンティアとなることに着目している点である。また、３）これまでの 1 ショ
ット 1 ショットのバッチ型回遊行動研究から、リアルタイムへの転換を図り、実用化を目指している点で
ある。すなわち、データの収集、モデルの推定、結果の利用をオンラインでリアルタイムに実行するシス
テムを目指している点であり、クラウドコンピューティングを用いた現場での意思決定支援や情報提供の
効果測定などの実用化を視野に入れている点である。 
一方、研究目的を達成する方法については、近年、急激な技術革新や理論の進展が起こっている。第 1

は、モバイル ICT や IoT の急速な技術発展によって、都心での来街者の移動ログがリアルタイムで取得で
きる環境を実現できる可能性が高まっていること。また、第 2 に、スマホを用いて空間情報との相互作用
を行った履歴を記録できる環境も整いつつあり、情報が消費者の回遊行動にどのような影響を及ぼすのか
の効果の評価研究も可能となりつつある。第 3 に、処置効果、因果効果の統計分析、ミクロ計量経済学と
呼ばれる分野で、実験に頼らずとも、因果効果を推定できる統計的理論と方法が一新され格段に進歩して
いる点である。 
また Case Crossover Design など疫学でも回遊行動履歴の既存データやスマホログデータに適用できる

手法が発展している。研究代表者らは回顧的パネルデータの分析など独自の統計的方法を用いてまちづく
り政策の効果に関する研究成果をあげてきたが、これらの既存データに新たな視点から再検討を加える意
義と必要が出てきた。第 4 は、空間経済学の理論が整備され、来街消費者の回遊行動の理論的モデル化が
可能となり、ベイジアン推定を用いて、その推定が可能となったこと、である。 
本研究では、上記 4 つの進展を考慮し、以下の 3 つの研究目的を設定している。 

1) リアルタイムで収集される入館者数データやWEB混雑データをもとに、回遊移動パターンを潜在変数
として、これを推定する動学的一致推定法アルゴリズムの開発とその検証。 

2) 既存の分析結果を新たな統計分析の枠組みの中で再分析するとともに、回遊に対して情報がどのよ
うな影響を及ぼしているかを新しい統計手法で明らかする。 

3) 回遊効用関数モデルを定式化し、回遊行動履歴データに適用することで、モデルの推定と検証を行
うとともに、その動学化を図る。 

 
３．研究の方法 
 
● 社会実験の実施 
 本研究では、福岡市天神地区と熊本市中心市街地の 2 地区において、Wi-Fi プローブセンサリングによる
リアルタイムでの個々の消費者の回遊行動履歴データの自動収集実験を行った。一つ目は、2015 年より、
福岡市天神地区の再開発プロジェクトである「天神ビッグバン」の一環として、天神 1 丁目南ブロックに
なる「天神コア」の閉店に伴う天神地区来街者の行動変化の計測である。2020 年 3 月に閉店する天神コア
の各フロア全 40 カ所に Wi-Fi プローブを収集するセンサーを設置し、閉店するまでの約 1 か月間、プロー



ブデータの収集を行った。さらに、同期間と閉
店後の 1 年間、天神コアのオーナー企業である
西日本鉄道(株)が所有する商業施設の「ソラリ
アプラザ」にも全 6 カ所、Wi-Fi プローブセン
サーを設置し、天神コアによく足を運んでいた
消費者が、閉店以降、ソラリアプラザにシフト
チェンジするかどうかを検証した。 
 2 つ目は、熊本市中心市街地のいくつかの商
業施設や商店街アーケード等の全 14 カ所に
Wi-Fi プローブセンサーを設置し、JR 熊本駅に
ある商業施設の「JR くまもとシティ」が開業
する前後 1 ヶ月、計 2 ヶ月間、計測実験を行っ
た。 
 
４．研究成果 
 
熊本市中心市街地で行った Wi-Fi プローブセンサリングで得られた大規模マイクロ回遊行動履歴データ

の解析システムの開発を行った。 
本研究課題では、リアルタイムに、ネットでの都心来街者数を把握するとともに、来街者の都心部内の

回遊行動履歴データを計測把握し、データベース化することを、目的としている。 
この研究目的の下、JR 熊本駅に開業した大型商業施設「JR くまもとシティ」開業前後の 2021 年 3 月か

ら 4 月の 2 か月間に、都心部内に設置した、14 カ所のパッシブ Wi－Fi センサーから得られた大規模マイ
クロ回遊行動履歴データの解析システムの開発を行った。これまで、都心部といったエリア単位で、異な
った複数の施設に設置したセンサーで得られた、大量の Wi-Fi プローブデータを、15 分間隔で、リアルタ
イムに、マイクロ回遊行動履歴データとして、計測、可視化するシステムは、皆無であり、またこれをどの
ようにデータベース化するかについては、未知の領域である。システム開発は、以下のように行った。ま
ず、それぞれの 14 個のセンサーで得られたデータを 15 分間隔に区切り、14 カ所のデータを合体し、匿名
化 ID のダブリを除き、匿名化 ID ごとに、当該 ID が計測
された時間と Wi-Fi センサーをペアにして Wi-Fi センサー
に記録された全記録を、素マイクロ回遊履歴データベース
を作成する。午前 0 時を起点として、15 分ごとに匿名化 ID
素マイクロ回遊履歴データべ―スは、時間経過とともにネ
ットの流入匿名化 ID が増えるにしたがって、成長してい
く。2 か月間では、スタートの時点から、ネットの匿名化
ID が、増加していくが、すでに匿名化 ID がある場合には、
その匿名化 ID のマイクロ行動履歴データに追記していく
仕組みになっている。これを 15 分間隔に集計するステッ
プで、同一 Wi-Fi センサーが引き続く場合には、これを取
り除き、14 個の Wi-Fi センサーの回遊履歴データとして抽
出し、15 分間での 14Wi-Fi センサー間の OD フローを計測
している。さらに、1 日単位で同一 Wi-Fi センサーが引き
続く場合のダブリを取り除き、当該日の当該匿名化 ID の
完全マイクロ回遊行動履歴データとし、これを既存の全匿
名化 ID 来街者マイクロ回遊行動履歴データベースに追記
していく。 
今回、Wi-Fi プローブデータでは、場所の履歴のみであ

り、滞在時間などの情報を追加することが課題となってい
る。また、個人情報の保護の進展から、プライベートアド
レスの利用がスマホで主流となっており、ダブリを除いた
匿名化 ID は、熊本市都心部の 14 センサーで約 100 万とな
っており、当初、もくろんでいた、ネットでの都心部への純
入込来街者数の推定の目的は、再検討する必要が出てきた。 
実際の計算では、14 カ所で、固有匿名化 ID をベースに、14 カ所を合体した素マイクロ回遊履歴データ

ベースの計算の段階では、2000〜3000 万レコードの処理をすることになった。最終的な目標である、過去
に都心を訪れた際の行動履歴を参照しながら、次の立ち寄り先などを個人ベースで予測するなどの、計算
においては、これの数倍の処理が必要となることが予想される。 
今回の計算では、過去の履歴データベースを参照しながら、15 分の時間間隔内に計算を完了する実験は、

計算資源の関係から行うことができなかった。今後の課題である。 
このような課題を抱えつつも、今回のシステム開発で、14Wi-Fi センサーをもとに、都心を 4 地区に区分

した分析を、ID のダブリを除いた、全来街者の全回遊履歴パスを抽出することができ、回遊のサイクルに
特別な処理を施すことで、熊本都心部に訪れた来街者の回遊パスを決定トリーとして表現できた。（図 2 参
照）これはこれまでの OD 推定では、必ずダブルカウンティングの問題が起こり、整合的な分析の妨げと
なっていたことへの解決策であり、大きな成果といえる。 

図 2 熊本市中心商店街・熊本駅間 
の回遊トリー図 (サイクルを含む) 

図 1 1 商業施設内での実施概念図 



これについては、今年度より始まる放送大学の 2023 ソーシャルシティに研究代表者がゲストそして登壇
し、報告している。また、その結果の一部については、2021 年 6 月に行われた「令和 3 年度すきたい熊本
協議会 総会」にて報告され、地元でもその重要性の認識を共有しつつある。 
今回、開発したデータベース化の大きな特徴は、センサーを用いて来街地で取得した大規模なリアルタ

イムの観測データを、匿名化 ID を用いた大規模な個人ベース（発地、居住地ベース）のマイクロ回遊履歴
のデータベースにリアルタイムに変換していく技術であることである。 
一方、本研究が目標とした、ネットでの純都心部入込来街者数の推定については、個人情報保護の進展

で、プライベートアドレスの普及により、熊本市中心市街地では、推定約 10 倍の 1 日あたり 100 万人のネ
ットの入込者数との計測結果がでて、この目標の実現には、さらに別の観点から、研究が必要であること
が認識された。これについて、共同研究者と議論を重ねたところ、個人をベースのその行動履歴データを
経常的に大量に集められるのは、キャリアであると考えた。 
そこで、再度、キャリアが提供するデータを再検討したところ、提供されるのは集計データであるが、

そのもととなっているのは、スマホ利用者の来街履歴データであり、これを科学的な方法で、加工すれば、
これまで、集計データとしてしか扱われなかった、提供データを、来街地ベースの一種の来街者マイクロ
行動サーベイの集計結果とみなすことができ、これまで、われわれが、開発してきた、来街地ベースの回
遊行動履歴調査の統計的方法を適用することで、マイクロ行動データとしての利点を活かし、マイクロ行
動モデリングに活用する道を切り開けるのではないか、との結論に至った。 
その実現のため、契約者の個人情報を秘匿し、個人の都心部内での動きを匿名で集計した、携帯電話会

社が提供するモバイル空間統計データを活用し、これまでわれわれが開発した数理モデルの予測時期と対
象エリアに合致するモバイル空間統計データとを組み合わせ、開発済みのモデル検証を行うとともに、新
たなモバイル空間統計データをもちいたマイクロ行動モデルイングの方法の開発に踏みだした。 
具体的な例として、ネットでの都心部入込来街者数を取り上げると、モバイル空間統計データでは、流

入と滞在人口の和が、各メッシュで 1 時間単位に提供される。ただし、一つのメッシュの滞在人口は、あ
る携帯保有者がそこにその時間帯滞在したら、1 とカウントするのではなく、10 分いた場合は、1/6 人とカ
ウントされる。つまり、人時の滞在、すなわち、流入、滞留人口が、提供される。これにわれわれの回遊行
動調査による滞在時間のデータを組み合わせれば、1 日あたりのネットの流入人口が推定できるはずであ
る。また、常時、リアルタイムでモバイル空間統計は、提供されているので、これを利用して、都心部内の
回遊移動パターンを推定できるのではないか、というのがその発想である。特に、モバイル空間統計が、
人時データであるので、熊本都心部の大型商業施設や、アーケードで計測されているパッサーカウンター
のデータとは、当然一致しない。これについても上と同様の考え方で拡大することで、計測データとの相
互検証が行えるはずであり、回遊移動者数のリアルタイムの推定の課題の解決も大きく進展するはずであ
る。これについては、研究期間終了後も引き続き、システム開発を行っているところである。 
また、本研究課題の取りまとめとして、これまでの研究で得られた知見や生み出してきた理論の体系化

を図り、その研究成果を書籍化するための活動も行った。 その成果は、学術書籍の世界的出版社である
Springer 社より、出版・発表する予定である。その一つは、研究代表者である斎藤が編集主幹として携わっ
た「Recent Advances in Modeling and Forecasting Kaiyu」(2023 年 7 月出版予定)である。本書は、研究論文の
みではなく、これまでにわれわれが開発した回遊マルコフモデルの基礎、また、条件付きロジットモデル
の理論と推計のチュートリアル、消費者回遊行動から都市開発による変化を予測する実践的研究ガイドラ
インなど研究方法や指針を含んだ内容としており、回遊行動研究の普及に貢献するものと期待していると
ころである。 
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